
    那 覇 市 公 報    第１７９７号   2021（令和３）年10月１日 

 1523 

 

 

 

目    次 

◇告    示◇ 

〇市道の極少指定に関する告示（道路管理課） ··························· 1525 

〇令和３年度 特定計量器の定期検査について（市民生活安全課） ·········· 1526 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の指定につ

いて（保護管理課） ·················································· 1527 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の廃止につ

いて（保護管理課） ·················································· 1528 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の変更につ

いて（保護管理課） ·················································· 1529 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の廃止につ

いて（保護管理課） ·················································· 1530 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の変更につ

いて（保護管理課） ·················································· 1531 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の再開につ

いて（保護管理課） ·················································· 1532 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の指定につ

いて（保護管理課） ·················································· 1533 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の廃止につ

いて（保護管理課） ·················································· 1534 

第１７９７号 

毎月２回 １，１５日発行 

発  行  所 

那覇市泉崎１丁目１番１号 

那覇市総務部総務課 



    那 覇 市 公 報    第１７９７号   2021（令和３）年10月１日 

 1524 

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の変更について

（保護管理課） ······················································· 1535 

◇公    告◇ 

〇令和３年度那覇市における等級別基準職務表に基づく等級等ごとの職員数  

（人事課） ··························································· 1536 

〇個人情報業務届出書の公表について（法制契約課） ····················· 1541 

〇市有地（墓地）売却に伴う一般競争入札の実施について（管財課） ······· 1548 

◇上下水道局告示◇ 

〇那覇市排水設備指定工事店の異動について ····························· 1551 

〇那覇市排水設備指定工事店の新規指定について ························· 1552 



    那 覇 市 公 報    第１７９７号   2021（令和３）年10月１日 

 1525 

 

告    示 

市道の極少指定に関する告示（道路管理課） 

 

那覇市告示第 311 号  

令和３年９月 15 日  

掲 示 済  

 

 

市道の極少指定に関する告示 

 

 

車両制限令（昭和 36年政令第 265号）第５条第１項の規定による道路管理者が自

動車の交通量が極めて少ないと認めて指定する道路を次のように定める。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１．指定する路線 

 

路 線 名 
指定する区間の起点 

指定する区間の終点 

樋川東線 
樋川１丁目452番３ 

樋川１丁目121番１ 
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令和３年度 特定計量器の定期検査について（市民生活安全課） 

 

那覇市告示第 347 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

令和３年度 特定計量器の定期検査について 

 

 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、特定計量器の定期検

査を次のとおり実施する。 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１ 定期検査を行う地区 

  那覇市 

 

２ 定期検査の対象となる特定計量器 

非自動はかり、分銅及びおもり 

 

３ 定期検査の期日及び場所 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 348 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく医療機関の指定について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく医療機関について、生活保護法第49条及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律第14条第４項の規定による指定医療機関として、次のとおり指定し

た。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 349 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく医療機関の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく医療機関について、生活保護法第50条の２及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律第14条第４項の規定による指定医療機関より、次のとおり廃止

の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関の変更について（保護管理課） 

那覇市告示第 350 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく医療機関の変更について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく医療機関について、生活保護法第50条の２及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律第14条第４項の規定による指定医療機関より、次のとおり変更

の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 351 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく介護機関の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく介護機関について、生活保護法第54条の２第４項において

準用する第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定による

指定介護機関より、次のとおり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の変更について（保護管理課） 

那覇市告示第 352 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく介護機関の変更について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく介護機関について、生活保護法第54条の２第４項において

準用する第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定による

指定介護機関より、次のとおり変更の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関の再開について（保護管理課） 

那覇市告示第 353 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく介護機関の再開について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく介護機関について、生活保護法第54条の２第４項において

準用する第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定による

指定介護機関より、次のとおり再開の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 354 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく施術機関の指定について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく施術機関について、生活保護法第55条第１項及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律第14条第４項の規定による指定施術機関として、次のとおり

指定した。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 355 号  

令和３年 10 月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく施術機関の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく施術機関について、生活保護法第55条第２項において準用

する第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定による指定

施術機関より、次のとおり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関の変更について（保護管理課） 

那覇市告示第 356 号  

令和３年 10 月１日  

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基

づく施術機関の変更について 

 

 

生活保護法（昭和25年法律第144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）に基づく施術機関について、生活保護法第55条において準用する第4

9条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定による指定施術機関よ

り、次のとおり変更の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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公    告 

令和３年度那覇市における等級別基準職務表に基づく等級等ごとの

職員数（人事課） 

那覇市公告第 299 号  

令和３年９月 16 日  

掲 示 済  

 

 

令和３年度那覇市における等級別基準職務表に基づく等級等ごとの職員数 

 

 

地方公務員法第 58条の３第２項の規定により、令和３年度の等級別基準職務表に

基づく等級等ごとの職員数を次のように公表する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

＜等級別基準職務表に基づく等級等ごとの職員数について＞ 

 この公表は、等級別基準職務表に基づく職務の各等級への格付けの運用に係る地

方公共団体の説明責任を強化し、職務給の原則の徹底を図るため、令和３年度にお

ける本市の等級別基準職務表に基づく等級等ごとの職員数を給料表ごとに市民の皆

様にお知らせするものです。 

 

 公表する項目は次のとおりです。 

１ 行政職給料表 等級別基準職務表 

２ 医療職給料表（１） 等級別基準職務表 

３ 医療職給料表（２） 等級別基準職務表 

４ 医療職給料表（３） 等級別基準職務表 

５ 任期付職員給料表 等級別基準職務表 

 

 公表の内容は、本市の各任命権者からの報告を基に作成しています。 

 この公表についてご意見等がございましたら下記までお寄せください。 

 

〒900－8585 那覇市泉崎１－１－１ 

那覇市役所 総務部人事課 電話 098－861－7499 

       FAX 098－943－0289 
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個人情報業務届出書の公表について（法制契約課） 

 

那覇市公告第 300 号  

令和３年９月 17 日  

掲 示 済  

 

 

個人情報業務届出書の公表について 

 

 

那覇市個人情報保護条例第７条第５項及び同施行規則第２条第２項の規定に基

づき、個人情報業務届出書を別紙のとおり公表する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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市有地（墓地）売却に伴う一般競争入札の実施について（管財課） 

 

那覇市公告第 324 号  

令和３年 10 月 1 日  

 

 

市有地（墓地）売却に伴う一般競争入札の実施について 

 

地方自治法第234条第１項の規定に基づき、一般競争入札を実施するので、地方

自治法施行令第167条の６及び那覇市契約規則第４条の規定に基づき、次のとおり公

告する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１ 入札に付する事項 

入札に付する物件 

No. 物件の所在地番 地目 公簿 

１ 
那覇市首里鳥堀町４丁目137番88  

墓地 
13㎡ 

那覇市首里鳥堀町４丁目137番89 13㎡ 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

次のいずれかの事項に該当する者は入札に参加できません。 

（１）地方自治法施行令第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。 

① 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

② 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

③ 代表者又は役員、代理又は媒介をする者その他の関係者が次のいずれにも

該当しないこと。 

ア 暴力団（那覇市暴力団排除条例（平成24年那覇市条例第１号。以下「暴排条例」

という。）第２条第１号の暴力団をいう。以下同じ。）の関係者又は暴力団員（暴

排条例第２条第２号の暴力団員をいう。以下同じ。）  

イ 暴力団又は暴力団員の統制下にないこと。 

ウ 暴力団及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

（２）地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められた

者にあっては、入札参加停止期間を経過していること。  

（３）市町村税や国保税等を滞納している者 

（４）購入した土地を、暴力団その他の反社会団体及びそれらの構成員がその活動

のために利用する等公序良俗に反する用に使用しようとする者 

（５）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申

立て、又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手

続開始の申立てをしていない者であること。（会社更生法の規定に基づく更生

手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てをし
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ている者であっても、当該手続開始の決定後、経営事項審査を受け本市に競争

入札参加資格願を再度提出し、審査を経て有資格者として認定され資格者名簿

に登録された者で、更生計画認可が決定された者又は再生計画認可の決定が確

定された者を除く。） 

（６） 経営状況が著しく不健全であると市長が認める者に該当しない者であること。

（公告日の３か月前から開札日までの間に不渡り等を生じていない者である

こと。（５）に該当するものを除く。） 

 

３ 入札実施要領の配付及び申込受付期間に関する事項 

（１）入札実施要領、入札参加資格審査申請書等の配付は、市ホームページからダ

ウンロード、又は下記総務部管財課で配付いたします。 

（２）入札参加申込受付期間 

令和３年10月１日（金）～令和３年10月22日（金） 

午前９時～正午、午後１時～午後５時 

（３）入札参加申込み受付場所 

   那覇市泉崎１丁目１番１号 那覇市役所本庁舎５階 

   那覇市 総務部 管財課 財産管理･企画Ｇ 

   ※郵送での受付は行っておりませんのでご了承ください。 

   ※本庁舎駐車場は有料となっておりますので、なるべく公共交通機関をご利

用ください。 

 

４ 入札の日時及び場所 

（１）日 時：令和３年11月19日（金） 

午後２時開始（物件Ｎｏ.１） 

（２）場 所：那覇市役所本庁舎５階 501会議室 

 

５ 入札保証金に関する事項 

（１）入札保証金は入札前までに現金による納付とします。 

（２）入札保証金の額は、入札金額の100分の５以上に相当する額とします。 

 

６ 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１）入札に参加する資格のない者がした入札 

（２）入札参加申込書にて参加意思表明をしていない者がした入札 

（３）委任状を持参しない代理人がした入札 

（４）入札書が所定の日時までに提出されない入札 

（５）同一事項について、２通以上の入札書が提出された入札 

（６）入札者が他の者の代理を兼ね、又は代理人が２人以上の者の代理をしてなし

た入札 

（７）連合その他不正行為によってなされたと認められる入札 

（８）入札書の表記金額を訂正した入札、又は￥マークの記載がない入札 

（９）入札書に記名押印を欠いた入札 

（10）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭で判読できない入札 

（11）入札書の日付を欠いた入札、又は入札の年月日と合わない入札 

（12）鉛筆等容易に消去可能な筆記用具を使用した入札 
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（13）再度入札（２回目・３回目の入札）の前の入札に不参加の者がした入札 

（14）郵送による入札 

（15）その他入札に関する条件に違反した入札 

 

７ その他 

（１）落札者は、売買物件を当該物件が所在する地域の環境に調和した用途に利用

すること。 

（２）その他詳細については、「市有地（墓地）売却に伴う一般競争入札実施要領」

によります。 

 

【お問い合わせ先】 

那覇市 総務部 管財課 財産管理・企画Ｇ 

電話： (代表）098－862－0111（内2076） 

（直通）098－862－9904 
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上下水道局告示 

那覇市排水設備指定工事店の異動について 

 

那覇市上下水道局告示第 22 号  

令 和 ３ 年 ９ 月 1 0 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市排水設備指定工事店の異動について 

 

 

那覇市下水道条例第16条に基づき次のとおり異動があるので、那覇市排水設備指

定工事店規程第10条により告示する。 

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  上地  英之  

 

 

指定（登録）番号  第 390 号 

      指定工事店名    有限会社東志工業 

      営業所所在地    沖縄県豊見城市字上田 95番地の１ 

代表者氏名     東川平 勇人 

有効期間      自 令和３年４月１日 

                至 令和８年３月 31日 

      異動年月日     令和３年８月 26日 

      異動事由      代表者の変更 
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那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

 

那覇市上下水道局告示第 23 号  

令 和 ３ 年 ９ 月 1 0 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

 

 

那覇市下水道条例第11条に基づき、次のとおり新規に指定したので、那覇市排水

設備指定工事店規程第10条により告示する。 

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  上地  英之  

 

 

指定（登録）番号  第 541 号 

      指定工事店名    ＭＰ琉球株式会社 

      営業所所在地    沖縄県豊見城市字饒波 52番地 

代表者氏名     宮里 顕治 

有効期間      自 令和３年９月９日 

                至 令和８年３月 31日 

 

 

 

 

 

 

 


